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第１部 広島県経済関連資料
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広島県

実数
全国
順位

全国
シェア

時点

土 地 面 積 ｋ㎡ 8,479 11位/47 2.2 16/10月

人 口 千人 2,863 12位/47 2.2 16/1月

世 帯 数 千世帯 1,291 11位/47 2.3 16/1月

名目県内総生産 兆円 10.8 12位/47 2.1 13年度

事 業 所 数 千カ所 139 11位/47 2.3 14年

製造品出荷額等 兆円 9.5 10位/47 3.1 14年

卸売・小売販売額 兆円 10.2  9位/47 2.3 12年

1人当り県民所得 千円 3,060 10位/47 －　 13年度

預 金 残 高 兆円 12.4 11位/47 1.7 16/12月

貸 出 金 残 高 兆円 9.0 11位/47 1.9 16/12月

地域性

経済

金融
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1. 広島県のプロフィール

広島県の主要な指標の全国シェアは2.3％程度、全国順位で概ね11位前後にランクインしている。

【広島県の全国平均との比較】広島県の全国順位と全国シェア

（注）各項目の全国平均を100として計算した場合の広島県の指数
（資料）ひろぎん経済研究所作成

土地面積
（105.4）

人口
（105.1）

1人当り県民所得
（108.3）

卸売・小売販売額
（102.8）

世帯数
（106.5）

製造品出荷額等
（147.8）

事業所数
（110.0）

名目県内総生産
（100.2）
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2. 広島県の人口・労働力

広島県の人口・世帯数の推移 有効求人倍率の推移

将来の推計人口の推移

増減率 増減率

広島県 2,861 2,767 △ 3.3 2,599 △ 9.2

岡山県 1,945 1,868 △ 4.0 1,749 △ 10.1

山口県 1,451 1,340 △ 7.6 1,208 △ 16.7

島根県 717 655 △ 8.6 588 △ 18.0

鳥取県 589 544 △ 7.6 494 △ 16.1

愛媛県 1,431 1,329 △ 7.1 1,206 △ 15.7

香川県 996 937 △ 5.9 860 △ 13.7

徳島県 785 723 △ 7.9 649 △ 17.3

高知県 764 693 △ 9.3 616 △ 19.4

2030年人口数（千人） 2020年2010年

（資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成25年3月推計」）

（年）

資料：総務省統計局

（%）

完全失業率の推移

（千世帯）

（万人）

（資料：財団法人国土地理協会「住民基本台帳人口要覧」）

（年）

資料：広島労働局

（倍）

資料：広島労働局

（倍）

1.70

1.45

（年）
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3. 広島県の地価動向
用途別土地公示地価の推移

住宅地 商業地 工業地

（前年比：%）

（年）

～～

（前年比：%）

～～

（年）

（前年比：%）

資料：国土交通省

県内主要都市の地価変動率 地元4県の最高地価

（単位：千円/㎡）

2015年 2016年 2017年 2015年 2016年 2017年 2015年 2016年 2017年

広島市 0.2 1.4 1.9 2.2 4.1 4.7 △ 0.2 1.6 1 .9

呉市 △ 2.8 △ 1.5 △ 0.8 △ 2.4 △ 0.7 △ 0.4 △ 3.6 △ 1.3 △ 0.9

福山市 △ 2.1 △ 1.7 △ 1.1 △ 2.6 △ 1.9 △ 0.8 △ 1.6 △ 0.9 △ 0.8

東広島市 △ 1.5 △ 0.5 0.2 △ 0.8 △ 0.2 △ 0.6 0.7 1.6 2 .2

商業地
主要都市

住宅地 工業地

～～

（資料：国土交通省「土地総合情報ライブラリー」）

資料：土地情報センター

（年）

住宅地 1,160
商業地 2,630
住宅地 155
商業地 1,220
住宅地 80
商業地 190
住宅地 200
商業地 769

広島県

愛媛県

山口県

岡山県
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4. 広島県の経済規模

1.広島県 2.岡山県

3.山口県

4.愛媛県

広島市

順位 県名
名目県内総生産

（＝兆円）

全国に
占める割合（%）

広島県を100
とした指数

地元4県合計 28.7 5.6 -

1 広島県 10.8 2.1 100.0

2 岡山県 7.3 1.4 67.1

3 山口県 5.8 1.1 53.3

4 愛媛県 4.8 0.9 44.1

順位 県名
名目県内総生産

（＝兆円）

全国に
占める割合（%）

広島県を100
とした指数

地元4県合計 28.7 5.6 -

1 広島県 10.8 2.1 100.0

2 岡山県 7.3 1.4 67.1

3 山口県 5.8 1.1 53.3

4 愛媛県 4.8 0.9 44.1

【地元4県の名目県内総生産（13年度）】
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資料：内閣府

広島銀行の営業基盤

資料：WEO Data: （20121暦年）
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5. 広島県内の生産活動

製造品出荷額等の動向（広島県）

主な輸出国・地域（広島県）

（億円）

鉱工業生産指数（広島県）

2003年

食料品
7.0%

その他
29.8%

輸送用機械
24.5%

電気機械
13.5%

鉄鋼
13.1%

一般機械
12.1%

7.0兆円

2014年

9.6兆円

輸送用機械
28.5%

一般機械
14.2%

鉄鋼
15.6%電気機械

10.5%

その他
24.6%

食料品
6.6%

増減額 増減率(%)

総額 13,887 23,769 9,882 71.2
アジア 7,293 8,384 1,091 15.0
中国 2,391 2,320 △ 71 △ 3.0
韓国 1,791 1,174 △ 617 △ 34.5
タイ 936 1,202 266 28.4
台湾 664 572 △ 92 △ 13.9
シンガポール 301 884 583 193.7

北米 1,864 6,245 4,381 235.0
アメリカ合衆国 1,630 5,411 3,781 232.0

西欧 1,287 3,139 1,852 143.9
ドイツ 311 792 481 154.7
英国 363 480 117 32.2

2005年 2015年

資料：経済産業省

資料：神戸税関

通関輸出額の推移（全国・広島県）・米ドル/円レートの推移

（資料）神戸税関、日本銀行

(通関輸出額10年平均＝100 、米ドル／円レート（円））

資料：経済産業省、広島県

(10年＝100)
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6. 広島県経済の概況

直近の景況感 売上高・経常利益

項目ごとの動き

2016年5月 2017年5月

広
島

概況 緩やかに回復している 緩やかに回復している

個人消費 底堅く推移している 底堅く推移している

設備投資 緩やかに増加している 緩やかに増加している

生産 横ばい圏内の動きとなっている 横ばい圏内の動きとなっている

輸出
一部に弱めの動きがみられるも
のの、全体としては横ばい圏内
の動きとなっている

持ち直している

資料：日銀 短観

売上高

業況判断D.I.（広島県全産業）

資料：日銀 短観

資料：日銀 金融経済月報

年
月

「良い」超

「悪い」超

経常利益

計画（07年度＝100）

計画（07年度＝100）

（先行き）
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7. 主要産業の動向 ～ 輸送用機械 ～

府中町

県内事業所数 214

県内従事者数 35,555人

造船

広島市

呉市

JMU

福山市

尾道市

ツネイシHD

尾道造船
内海造船

県内事業所数 257

県内従事者数 9,881人

資料：広島県 2014年 工業統計調査

自動車部門の鉱工業生産指数（広島県）と
マツダの年間生産台数 造船部門の鉱工業生産指数と新造船受注量（広島県）

（万総トン）

（10年＝100）

(資料) 広島県 中国運輸局

自動車

マツダ

資料：広島県 2014年 工業統計調査

（年）(年)

（千台／年間）

（10年＝100）

(資料) 広島県 マツダ㈱
‘あ’
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8. 主要産業の動向 ～ 鉄鋼／一般機械 ～

鉄鋼部門の鉱工業生産指数と粗鋼生産量（広島県）

（百万トン）

（10年＝100）

(資料) 広島県 中国経済産業局

鉄鋼

広島市

福山市

呉市

日新製鋼

JFEスチール

県内事業所数 147

県内従事者数 9,399人

資料：広島県 2014年 工業統計調査

一般機械

広島市

呉市三菱重工

IHI

サタケ

日本製鋼所

ディスコ

三原市

三菱重工

東広島市

34,216人県内従事者数

871県内事業所数

一般機械部門の鉱工業生産指数（広島県）

（10年＝100）

資料：広島県 2014年 工業統計調査

(資料) 広島県

府中市

RYOBI

北川鉄工所

（年） （年）
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9. 広島県の倒産状況

資料：東京商工リサーチ

広島県内の倒産件数 広島県内の業種別倒産状況

（件）

（億円）

負債総額

（件）

＜参考＞全国 倒産件数推移
（件）

倒産件数

資料：東京商工リサーチ
資料：東京商工リサーチ

資料：東京商工リサーチ

（年度）

（年度）

（年度） (財)広島県農林振興ｾﾝﾀｰ
民事再生法適用
468億円

（年度）

アイエス （株） 465億9,200万円、
（株）ＫＫ資産管理会社 220億円
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10. 個人消費の状況

大型小売店販売額の推移（百貨店+スーパー） 新車登録台数の推移

所定外労働時間の推移

（10年=100）

資料：経済産業省

（年/月）

資料：経済産業省

99.3

98.8

40

60

80

100

120

140

10 11
1-3

12
1-3

13
1-3

14
1-3

15
1-3

16
1-3

17
1-3

広島県 全国

資料：自販連

（年/月）

105.7

100.9

（10年=100）

（15年=100）

資料：厚生労働省

（年/月）

102.8

101.2
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11. 県内貸出金／預金の動向

貸出金残高の推移

75,513 
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90,166 
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43,630 
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1. 業績の推移（単体）

1. 全体 （億円）

16/3期比

資金利益 760 763 755 747 714 -33

役務取引等利益 154 162 176 167 158 -9

特定取引利益 6 3 4 3 3 0

その他業務利益 19 21 19 18 16 -2

コア業務粗利益 939 949 954 935 891 -44

△ 経費 550 548 542 537 547 10

コア業務純益 389 401 412 398 344 -54

債券関係損益 57 -28 -20 39 -28 -67

実質業務純益 446 373 392 437 316 -121

△ 一般貸倒引当金 -2 - -64 73 -57 -130

△不良債権処理額 85 20 90 -56 85 141

株式関係損益 -12 21 26 11 144 133

経常利益 297 381 397 451 432 -19

特別損益 -4 -6 -7 -2 -12 -10

税引前当期純利益 293 375 390 449 420 -29

法人税等 126 150 151 149 120 -29

当期純利益 167 225 239 300 299 -1

コアOHR 58.6% 57.7% 56.8% 57.4% 61.4% 4.0%

2. 国内業務部門 （億円）

16/3期比

資金利益 702 692 677 657 632 -25

役務取引等利益 151 158 173 164 155 -9

特定取引利益 1 2 1 1 1 0

その他業務利益 2 2 2 1 1 0

コア業務粗利益 856 854 853 823 790 -33

17/3期

17/3期14/3期

14/3期

16/3期

16/3期

15/3期

13/3期 15/3期

13/3期
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2. 運用調達の状況
1. 全体 （億円）

平均残高 利回り 平均残高 利回り 平均残高 利回り 平均残高 利回り 平均残高 利回り 平均残高 利回り

資金運用勘定 65,101 1.33% 66,934 1.28% 69,940 1.19% 70,766 1.16% 74,364 1.08% 3,598 -0.08%

貸出金 45,495 1.49% 47,469 1.39% 49,878 1.30% 52,051 1.22% 54,315 1.12% 2,264 -0.10%

有価証券 18,866 0.90% 19,053 0.96% 19,626 0.81% 18,121 0.84% 19,424 0.95% 1,303 0.11%

コールローン 351 1.15% 140 1.68% 239 0.95% 360 0.70% 328 0.59% -32 -0.11%

預け金 202 0.12% 108 0.88% 23 4.83% 30 13.97% 62 6.02% 32 -7.95%

資金調達勘定 63,777 0.17% 66,451 0.14% 69,515 0.11% 73,477 0.10% 80,104 0.11% 6,627 0.01%

預金 56,864 0.08% 59,470 0.06% 62,493 0.06% 65,718 0.05% 67,826 0.04% 2,108 -0.01%

譲渡性預金 2,486 0.12% 2,888 0.11% 2,848 0.11% 3,094 0.10% 5,265 0.03% 2,171 -0.07%

コールマネー 425 0.39% 490 0.36% 343 0.52% 339 0.76% 63 1.26% -276 0.50%

借用金 2,087 1.42% 1,593 1.58% 1,335 0.83% 1,549 0.47% 2,747 0.26% 1,198 -0.21%

2. 国内業務部門 （億円）

平均残高 利回り 平均残高 利回り 平均残高 利回り 平均残高 利回り 平均残高 利回り 平均残高 利回り

資金運用勘定 62,263 1.27% 63,720 1.20% 66,113 1.12% 66,453 1.06% 69,573 0.96% 3,120 -0.10%

貸出金 42,635 1.51% 43,846 1.40% 45,719 1.31% 47,497 1.22% 49,971 1.09% 2,474 -0.13%

有価証券 16,314 0.79% 16,219 0.85% 16,310 0.73% 14,936 0.68% 15,578 0.75% 642 0.07%

コールローン 200 0.10% 11 0.11% 127 0.12% 214 0.11% 224 -0.03% 10 -0.14%

預け金 1 2.87% 16 5.50% 23 4.83% 30 13.97% 62 6.02% 32 -7.95%

資金調達勘定 61,021 0.14% 63,256 0.12% 65,713 0.10% 69,168 0.07% 75,332 0.05% 6,164 -0.02%

預金 55,861 0.07% 58,456 0.06% 61,241 0.05% 64,384 0.04% 66,329 0.03% 1,945 -0.01%

譲渡性預金 2,486 0.12% 2,888 0.11% 2,848 0.11% 3,094 0.10% 5,265 0.03% 2,171 -0.07%

コールマネー 193 0.10% 68 0.08% 30 0.08% 0 0.12% - - - -

借用金 1,780 1.12% 1,312 1.31% 1,286 0.85% 1,456 0.46% 2,613 0.21% 1,157 -0.25%

17/3期

17/3期

16/3期

16/3期

15/3期13/3期

13/3期

16/3期比

16/3期比

14/3期

14/3期 15/3期
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3. 貸出金の状況①
1. 地域別残高の内訳 （億円）

期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合
貸出金 46,451 100.0% 48,046 100.0% 51,021 100.0% 52,672 100.0% 56,051 100.0% 3,379 -
広島 32,439 69.8% 33,255 69.2% 35,199 69.0% 36,100 68.5% 36,875 65.8% 775 -2.7%
岡山 2,487 5.4% 2,609 5.4% 2,821 5.5% 3,014 5.7% 3,061 5.5% 47 -0.3%
愛媛 3,403 7.3% 3,864 8.0% 4,163 8.2% 4,080 7.7% 4,211 7.5% 131 -0.2%
山口 1,487 3.2% 1,547 3.2% 1,716 3.4% 1,856 3.5% 1,987 3.5% 131 0.0%
その他 6,635 14.3% 6,771 14.1% 7,122 14.0% 7,622 14.5% 9,917 17.7% 2,295 3.2%

2. 業態別残高の内訳 （億円）

期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合
貸出金 46,451 100.0% 48,046 100.0% 51,021 100.0% 52,672 100.0% 56,051 100.0% 3,379 -
中堅・大企業 11,259 24.2% 11,332 23.6% 12,017 23.6% 11,933 22.7% 11,342 20.2% -591 -2.4%
中小企業 19,389 41.7% 19,956 41.5% 21,307 41.8% 21,941 41.7% 22,935 40.9% 994 -0.7%
地共 4,055 8.7% 4,439 9.2% 4,889 9.6% 5,379 10.2% 7,599 13.6% 2,220 3.3%
個人ローン 11,748 25.3% 12,319 25.6% 12,808 25.1% 13,419 25.5% 14,175 25.3% 756 -0.2%

3. 事業性貸出金の金利別内訳 （億円）

期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合
円貨事業性 29,906 100.0% 30,227 100.0% 31,471 100.0% 31,468 100.0% 31,682 100.0% 214 -
固定 7,211 24.1% 7,553 25.0% 8,325 26.5% 8,695 27.6% 9,733 30.7% 1,038 3.1%
変動 22,695 75.9% 22,674 75.0% 23,146 73.5% 22,773 72.4% 21,949 69.3% -824 -3.1%
　市場性 11,475 38.4% 11,612 38.4% 12,051 38.3% 12,264 39.0% 11,352 35.8% -912 -3.1%
　短プラ 11,220 37.5% 11,062 36.6% 11,095 35.3% 10,509 33.4% 10,597 33.4% 88 0.1%
　　うち相対 4,153 13.9% 3,826 12.7% 3,700 11.8% 3,571 11.3% 3,417 10.8% -154 -0.6%
　　うち連動 7,067 23.6% 7,236 23.9% 7,395 23.5% 6,938 22.0% 7,180 22.7% 242 0.6%

4. 個人ローンの内訳 （億円）

期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合
個人ローン 11,748 100.0% 12,319 100.0% 12,808 100.0% 13,419 100.0% 14,175 100.0% 756 -
住宅ローン 8,328 70.9% 8,691 70.5% 8,845 69.1% 9,107 67.9% 9,411 66.4% 304 -1.5%
アパートローン 2,830 24.1% 3,018 24.5% 3,302 25.8% 3,579 26.7% 3,904 27.5% 325 0.9%
その他 590 5.0% 610 5.0% 661 5.2% 733 5.5% 861 6.1% 128 0.6%

5. 中小企業等貸出残高と比率 （億円）

期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合
中小企業等貸出残高 31,315 67.4% 32,425 67.5% 34,245 67.1% 35,521 67.4% 37,230 66.4% 1,709 -1.0%

14/3末 15/3末

15/3末14/3末

13/3末 14/3末
16/3末比

16/3末比

16/3末比

16/3末

16/3末

17/3末

17/3末

16/3末

16/3末比

17/3末

17/3末16/3末

末残

末残

15/3末

15/3末

末残

末残

13/3末

15/3末

13/3末

13/3末

16/3末比
16/3末 17/3末14/3末

末残
13/3末 14/3末
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4. 貸出金の状況②
6. 業種別残高の内訳 （億円）

期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合

貸出金 46,451 100 .0% 48 ,046 100 .0% 51,021 100 .0% 52,672 100 .0% 56,051 100 .0% 3 ,379 -

製造業 7,734 16.7% 7,339 15.3% 7,478 14.7% 7,386 14.0% 7,165 12.8% -221 -1.2%

建設業 1,447 3.1% 1,438 3.0% 1,542 3.0% 1,543 2.9% 1,573 2.8% 30 -0.1%

運輸業・郵便業 2,051 4.4% 2,281 4.7% 2,396 4.7% 2,601 4.9% 2,694 4.8% 93 -0.1%

卸売業・小売業 4,920 10.6% 4,886 10.2% 5,114 10.0% 5,124 9.7% 5,027 9.0% -97 -0.8%

金融業・保険業 2,839 6.1% 3,036 6.3% 3,308 6.5% 3,426 6.5% 3,226 5.8% -200 -0.7%

不動産業 5,635 12.1% 5,894 12.3% 6,392 12.5% 6,779 12.9% 7,271 13.0% 492 0.1%

物品賃貸業 1,106 2.4% 1,122 2.3% 1,358 2.7% 1,537 2.9% 1,613 2.9% 76 0.0%

サービス業 3,363 7.2% 3,246 6.8% 3,393 6.7% 3,537 6.7% 3,033 5.4% -504 -1.3%

その他 17,356 37.4% 18,804 39.1% 20,040 39.3% 20,739 39.4% 24,449 43.6% 3,710 4.2%

＜参考＞

自動車関連業 1,604 3.5% 1,562 3.3% 1,609 3.2% 1,507 2.9% 1,488 2.7% -19 -0.2%

造船・船舶業 4,087 8.8% 4,656 9.7% 5,041 9.9% 5,082 9.6% 5,343 9.5% 261 -0.1%

7 . 事業性貸出先数（リテール先）の推移 （先数）

リテール先 23,228 24,340 25,420 25,983 26,580 597
※リテール先：売上高10億円未満の先

8. 信用保証協会保証付貸出残高と利用先数の推移 （億円、先数）

期末残高 利用先数 期末残高 利用先数 期末残高 利用先数 期末残高 利用先数 期末残高 利用先数 期末残高 利用先数

信用保証協会保証付貸出 2,736 16,929 2,623 17,344 2,585 17,399 2,279 16,999 1,798 15,571 -481 -1,428

9. 貸出金の広島県内シェア （%）

広島銀行 35.6% 35.5% 35.9% 35.9% 35.3% -0.6%

その他地方銀行 17.4% 17.3% 17.2% 17.4% 18.2% 0.8%

第2地方銀行 19.3% 20.0% 20.1% 20.2% 20.3% 0.1%

メガバンク 12.9% 12.7% 12.6% 12.3% 12.2% -0.1%

信用金庫 14.8% 14.5% 14.2% 14.2% 14.0% -0.2%

16/3末

17/3末

14/3末

17/3末14/3末
16/3末比

15/3末

16/3末15/3末

16/3末比
17/3末

15/3末

14/3末

14/3末

17/3末
16/3末比

16/3末比

15/3末 16/3末

16/3末

末残

広島県内シェア

先数

13/3末

13/3末

13/3末

13/3末

末残
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5. 預金等の状況

1. 預金等の内訳 （億円）

期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合

預金等 61,335 100.0% 63,542 100.0% 68,035 100.0% 70,245 100.0% 73,085 100.0% 2 ,840 -

流動性 35,866 58.5% 37,526 59.1% 39,324 57.8% 41,304 58.8% 43,745 59.9% 2,441 1.1%

定期性 22,603 36.8% 23,355 36.7% 24,848 36.5% 25,489 36.3% 24,824 34.0% -665 -2.3%

外貨 856 1.4% 1,000 1.6% 1,079 1.6% 1,182 1.7% 1,354 1.9% 172 0.2%

NCD 2,010 3.3% 1,661 2.6% 2,784 4.1% 2,270 3.2% 3,160 4.3% 890 1.1%

2. 地域別残高の内訳 （億円）

期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合

預金等 61,335 100.0% 63,542 100.0% 68,035 100.0% 70,245 100.0% 73,085 100.0% 2 ,840 -

広島 53,456 87.2% 55,420 87.2% 59,175 87.0% 61,075 86.9% 64,123 87.7% 3,048 0.8%

岡山 2,778 4.5% 2,799 4.4% 2,915 4.3% 2,961 4.2% 2,999 4.1% 38 -0.1%

愛媛 1,600 2.6% 1,750 2.8% 1,934 2.8% 2,079 3.0% 2,100 2.9% 21 -0.1%

山口 1,829 3.0% 1,874 2.9% 1,980 2.9% 2,013 2.9% 1,924 2.6% -89 -0.2%

その他 1,672 2.7% 1,699 2.7% 2,031 3.0% 2,117 3.0% 1,936 2.6% -181 -0.4%

3. 人格者別内訳 （億円）

期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合

預金等 61,335 100.0% 63,542 100.0% 68,035 100.0% 70,245 100.0% 73,085 100.0% 2 ,840 -

個人 40,577 66.2% 41,874 65.9% 43,769 64.3% 44,912 63.9% 46,452 63.6% 1,540 -0.4%

　流動性 21,931 35.8% 22,783 35.9% 23,886 35.1% 24,742 35.2% 26,177 35.8% 1,435 0.6%

　定期性 18,325 29.9% 18,783 29.6% 19,639 28.9% 19,933 28.4% 19,898 27.2% -35 -1.2%

　外貨 321 0.5% 308 0.5% 244 0.4% 237 0.3% 376 0.5% 139 0.2%

　NCD 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

法人 17,051 27.8% 18,196 28.6% 20,580 30.2% 21,545 30.7% 22,420 30.7% 875 0.0%

　流動性 11,311 18.4% 11,964 18.8% 13,191 19.4% 13,989 19.9% 15,099 20.7% 1,110 0.7%

　定期性 4,017 6.5% 4,313 6.8% 4,904 7.2% 5,321 7.6% 4,668 6.4% -653 -1.2%

　外貨 535 0.9% 692 1.1% 835 1.2% 945 1.3% 977 1.3% 32 0.0%

  NCD 1,188 1.9% 1,227 1.9% 1,650 2.4% 1,290 1.8% 1,675 2.3% 385 0.5%

公金 3,318 5.4% 3,085 4.9% 3,025 4.4% 3,236 4.6% 3,654 5.0% 418 0.4%

金融 389 0.6% 387 0.6% 661 1.0% 552 0.8% 557 0.8% 5 0.0%

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。

末残

末残

末残

13/3末 14/3末

14/3末

14/3末13/3末

13/3末

15/3末

16/3末

16/3末比

16/3末比

16/3末 17/3末15/3末

15/3末

16/3末比

17/3末

16/3末 17/3末
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6. 預貸金利回りの状況

預貸金利回りの推移預貸金利回りの推移

1.81%

1.69%
1.58%

1.49%
1.39%

1.30%
1.22%

1.12%

0.20%
0.13% 0.10% 0.08% 0.06% 0.05% 0.05% 0.04%

1.61%
1.56%

1.48%
1.41%

1.33%
1.25%

1.17%
1.08%

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

預金等利回り

貸出金利回り

預貸金利回り差

（年度）
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7. 有価証券の状況

2. その他有価証券評価差額の内訳 （億円）

その他有価証券 403 397 954 943 562 -381

株式 126 275 520 386 487 101

債券 201 92 117 200 89 -111

　　国債・地方債 176 67 88 156 66 -90

　　社債 25 24 28 43 23 -20

その他 76 30 317 357 -14 -371

　　うち投資信託 16 10 122 47 8 -39

　　うち上場J-REIT 52 6 18 19 11 -8

3. デュレーション （年）

円貨デュレーション 3.90 3.50 3.12 3.95 2.81 -1.14

外貨デュレーション 4.06 3.56 4.00 4.31 5.05 0.74

15/3末

13/3末 15/3末

16/3末比

16/3末

16/3末

17/3末

13/3末

16/3末比
14/3末

17/3末14/3末

1 . 有価証券の残存期間別残高（時価評価後） （億円）

1年以下
1年超

3年以下

3年超

5年以下

5年超

7年以下

7年超

10年以下
10年超

期間の定め

のないもの
合計

201 6年3月31日

国債 943 6,001 1,131 481 105 1,864 - 10,528

地方債 135 469 384 - 302 - - 1,291

社債 137 513 221 17 27 843 - 1,760

株式 - - - - - - 1,231 1,231

その他の証券 1,381 499 509 501 926 580 783 5,181

　う ち外国債券 997 191 217 460 682 579 - 3,128

2 0 1 7年3月31日

国債 3,491 3,117 466 261 - 526 - 7,864

地方債 276 527 95 - 494 - - 1,394

社債 118 503 193 135 37 1,156 - 2,143

株式 - - - - - - 1,309 1,309

その他の証券 307 472 523 1,069 420 1,711 432 4,937

　う ち外国債券 144 226 320 1,027 34 1,487 - 3,241
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8. 役務取引の状況
1. 投資銀行業務の内訳 （件/億円）

取扱件数 収益 取扱件数 収益 取扱件数 収益 取扱件数 収益 取扱件数 収益 取扱件数 収益

投資銀行業務 - 31 - 29 - 36 - 33 - 37 - 4

デリバティブ 217 8 119 6 141 8 110 6 71 6 -39 0

シンジケートローン 34 16 37 18 26 21 34 18 31 21 -3 3

社債受託 78 3 64 2 74 3 89 3 126 4 37 1

M&A等 13 4 14 3 12 4 18 6 18 6 0 0

2. 預り資産関連の内訳 （億円）

販売額 収益 販売額 収益 販売額 収益 販売額 収益 販売額 収益 販売額 収益

預り資産関連 - 59 - 64 - 81 - 71 - 67 - -4

投資信託 875 24 1,040 29 1,086 31 751 24 602 21 -149 -3

年金保険 446 14 442 19 556 29 429 22 303 15 -126 -7

新規解禁生保 - 5 - 5 - 8 - 12 - 14 - 2

損害保険 - 1 - 1 - 2 - 2 - 2 - 0

公共債 274 1 314 1 234 1 79 1 168 1 89 0

金融商品仲介 558 9 260 4 107 3 83 3 45 4 -38 1

外貨預金 89 2 175 2 257 3 375 4 780 8 405 4

仕組預金 682 2 815 2 742 2 723 1 0 0 -723 -1

信託 - 1 - 1 - 2 - 2 - 2 - 0

3. 個人預り資産残高 （億円）

期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合 期末残高 割合

個人預り資産残高 50,021 100.0% 51,105 100.0% 52,637 100.0% 53,479 100.0% 54,825 100.0% 1,346 -

個人預金 40,577 81.1% 41,874 81.9% 43,769 83.2% 44,912 84.0% 46,452 84.7% 1,540 0.7%

投資信託 2,846 5.7% 2,870 5.6% 2,934 5.6% 2,972 5.6% 2,770 5.1% -202 -0.5%

公共債 1,709 3.4% 1,566 3.1% 1,210 2.3% 941 1.8% 919 1.7% -22 -0.1%

保険 4,029 8.1% 4,113 8.0% 4,086 7.8% 4,087 7.6% 4,104 7.5% 17 -0.2%

金融商品仲介等 860 1.7% 682 1.3% 638 1.2% 567 1.1% 578 1.1% 11 0.0%

14/3期 16/3期13/3期 17/3期

末残
14/3期

13/3期

13/3期

15/3期

16/3期比

16/3期比
16/3期

16/3期比

14/3期 15/3期

15/3期

17/3期

16/3期 17/3期
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9. 自己査定の状況（17/3期）

（単位：億円）
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10. 金融再生法開示額と与信費用
1. 不良債権の内訳 （億円）

金融再生法開示額 1,122 928 977 735 726 -9

（不良債権比率） （2.4%） （1.9%） (1 .9%) (1 .4%) (1 .3%) - 

要管理債権 299 349 188 251 147 -104

危険債権 653 459 700 415 526 111

破産更生及び準ずる債権 171 120 89 70 53 -17

製造業 274 204 133 160 191 31

建設業 146 103 90 77 60 -17

運輸業・郵便業 45 27 48 9 7 -2

卸売業・小売業 110 112 77 74 67 -7

不動産業・物品賃貸業 195 143 314 103 101 -2

サービス業 159 104 95 102 105 3

その他 193 235 220 210 196 -14

合計 1,122 928 977 735 726 -9

2. 不良債権のカバー率

金融再生法開示額 81.2% 76.9% 76.8% 76.6% 75.5% -1.1%

要管理債権 63.0% 58.9% 53.8% 56.3% 49.3% -7.0%

危険債権 84.6% 84.6% 80.0% 85.0% 80.3% -4.7%

破産更生及び準ずる債権 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%

3. 与信費用と与信費用比率

与信費用 83 20 26 17 27 10

（与信費用比率） (0.18%) (0 .04%) (0 .05%) (0 .03%) (0 .05%) (0 .02%)

16/3期比

16/3期比

16/3期比

15/3期13/3期 17/3期14/3期

17/3期13/3期

16/3期

13/3期 16/3期

16/3期

17/3期14/3期

14/3期

15/3期

15/3期
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11. 自己資本比率（新国内基準適用 バーゼルⅢ）

※ 当行は、国内基準を適用しており、2014年3月末よりバーゼルⅢを踏まえた新国内基準により自己資本比率を算出しております。
また、信用リスク・アセットの算出においては基礎的内部格付手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出においては粗利益配分手法を採用しております。

1. 自己資本比率（連結） （億円）

16/3末比

コア資本に係る基礎項目の額 ① 3,847 3,687 3,889 4,030 141

うち、普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 3,024 3,217 3,468 3,716 248

うち、適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 630 260 250 150 -100

コア資本に係る調整項目の額 ② 49 209 193 277 84

自己資本の額　①-② ③ 3,797 3,477 3,695 3,752 57

リスク･アセット等の額の合計額 ④ 31,466 31,169 32,618 33,789 1,171

連結自己資本比率 ③/④ 12.06% 11.15% 11.33% 11.10% -0.23%

2. 自己資本比率（単体）

16/3末比

コア資本に係る基礎項目の額 ① 3,799 3,574 3,782 3,899 117

うち、普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 2,977 3,143 3,380 3,616 236

うち、適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 630 260 250 150 -100

コア資本に係る調整項目の額 ② 49 171 174 247 73

自己資本の額　①-② ③ 3,750 3,403 3,607 3,652 45

リスク･アセット等の額の合計額 ④ 31,449 30,920 32,539 33,746 1,207

自己資本比率 ③/④ 11.92% 11.00% 11.08% 10.82% -0.26%

17/3末

17/3末16/3末

16/3末

15/3末

15/3末

14/3末

14/3末
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12. 繰延税金資産

繰延税金資産・負債の発生原因別内訳 （億円）

16/3末比

貸倒引当金 258 206 140 139 148 9

有価証券評価損 24 24 16 7 7 0

減価償却 9 11 10 10 13 3

その他 54 52 43 45 47 2

将来減算一時差異にかかる繰延税金資産小計 345 293 209 201 215 14

評価性引当額 -22 -30 -27 -25 -18 7

将来減算一時差異にかかる繰延税金資産合計 323 263 182 176 197 21

退職給付信託設定益・解除益 -11 -9 -7 -7 -7 0

退職給付引当金 -36 -39 -29 -44 -54 -10

将来加算一時差異にかかる繰延税金負債合計 -47 -48 -36 -51 -61 -10

税効果資本にかかる繰延税金資産 276 215 146 125 136 11

その他有価証券評価差額にかかる繰延税金負債 -145 -137 -298 -285 -167 118

繰延ヘッジ損益にかかる繰延税金資産 11 8 5 3 2 -1

繰延税金資産（負債）の純額 142 86 -147 -157 -29 128

17/3末13/3末 14/3末 15/3末 16/3末
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13. 資本配賦の状況

資本配賦額
（16年度下期）

① 信用リスク 530

② 金利リスク 600

③ 純投資有価
証券等（債券除き）

1,100

④ 政策投資
株式

740

⑤ オペリスク 160

合 計 3,130

バッファー855

資
本
配
賦
原
資

リスク量
（17年3月末）

419

241

233

407

160

1,4603,985

（億円）

資本配賦額の範囲内で余裕をもって運営

アウ ト ラ イ ヤー 比率
（ 単 体 ）

17/3末

7.0%
規制値
≦20%

※アウトライヤー基準の計測手法：％タイル（パーセンタイル）値

【統合的リスク管理の状況】

【金利リスク管理の状況】

【リスク量の計測基準】

計測

手法

信頼

水準

保有

期間

信用リスク

VaR 99.9%

1年

市
場
リ
ス
ク

金利リスク －

うち預貸金等 1年

うち債券 3ヶ月

純投資有価証券等

（債券除き）
3ヶ月

政策投資株式 6ヶ月

オペレーショナル・リスク -

（注） 過去のデータを統計的に分析し、最大損失額を計測する手法

（注）

連結普通株式等
Tier1※（ﾊﾞｰｾﾞﾙⅢ）
（16年9月末）
※完全適用ベース
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14. 当行株式の状況
当行株価・日経平均株価・銀行株価指数・当行株式売買高の推移
（左軸：株価 2016年3月末＝100、 右軸：売買高＝百万株） 所有者別株主の状況

大株主の状況

2017年3月末

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0%

50%

100%

150%

16/3 16/6 16/9 16/12 17/3

当行株式売買高

当行株価

日経平均株価

銀行株価指数

150

50

0

100

13年3月 14年3月 15年3月 16年3月 17年3月

金融機関 39.9 38.9 38.6 38.2 37.5

金融商品取引業者（証券会社）
1.4 1.7 2.0 2.0 2.2

一般法人 33.9 32.9 31.9 31.2 31.4

外国人 9.9 11.9 14.4 15.9 16.0

個人 14.6 14.3 12.8 12.5 12.7

自己株式等 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2

（%）

株主の氏名 持株数（千株） 持株比率(%)

日本トラスティ・サービス信託銀行（信託口） 27,000 4.31
明治安田生命保険 19,009 3.04
損害保険ジャパン日本興亜 16,687 2.66
シーピー化成 14,927 2.38
日本マスタートラスト信託銀行（信託口） 14,908 2.38
三菱東京UFJ銀行 13,088 2.09
日本生命保険 12,085 1.93
住友生命保険 12,076 1.93
中国電力 12,008 1.92
みずほ銀行 11,500 1.83
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15. グループ会社の状況

16/3期比 16/3期比

ひろぎんビジネスサポート株式会社 1990/11/30 連結決算業務、印刷・製本業務等 14 0 9 1

ひろぎんモーゲージサービス株式会社 1989/8/24 担保不動産の評価業務 9 1 5 0

しまなみ債権回収株式会社 2001/6/1 債権管理・回収業務 383 35 265 36

ひろぎんウェルスマネジメント株式会社 2005/10/1 保険代理業務 18 -37 12 -23

ひろぎん保証株式会社 1978/6/12 信用保証業務 1,142 -147 753 -70

ひろぎんカードサービス株式会社 1987/4/20 クレジットカード業務 262 -94 168 -46

ひろぎんウツミ屋証券株式会社 2008/1/1 金融商品取引業務 215 -537 150 -343

ひろぎんリース株式会社 1980/10/17 リース業務 913 389 622 304

ひろぎんオートリース株式会社 1992/4/1 オートリース業務 200 20 129 13

3,156 -370 2,113 -128合 計 （９社）

経常利益 当期純利益主要業務内容設立年月日

連
結
子
会
社

関
連
会
社

会社名

（百万円）

※2017年1月26日開催の取締役会において、持分法適用関連会社であるひろぎんウツミ屋証券株式会社が、 2017年6月1日（予定）に完全子会社となることを決議いたしました。
また、ひろぎんウツミ屋証券株式会社は、 2017年6月1日を予定日として「ひろぎん証券株式会社」に商号変更（予定）します。


